
足立区福祉人材家賃支援事業フロー図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区内福祉事業者 
（本社区外も可） 

新規採用常勤職員 
（足立区内在勤のみ） 
（区外・都外在住可） 

①賃貸契約（本人名義） 

家賃支払い（本人が支払い） 

②挙証資料を提出 
・不動産賃貸借契約書（写し） 

・家賃補助事業に係る補助 
対象者確認書兼同意書 

・住民票の写し 

⑤家賃補助の支払い 
（交付決定後毎月） 

（月の途中採用は翌月から） 

④交付決定 

③交付申請 
・交付申請書 
・家賃支援事業計画書 

・補助対象者の雇用日・雇用形態の証明書類 
・補助対象者の不動産賃貸借契約書（写し） 
・家賃補助事業に係る法人確認書兼誓約書 

・家賃補助事業に係る補助対象職員確認書兼同意書 
・住民票の写し 

 

⑥実績報告書提出 

補助金の請求 

⑦補助額の確定 

補助金を振込 

各四半期 

・実績報告書と補助金の請求書の提出は各四半期終了後１０日以内に提出してください。（令和７年度①7/10、②10/10、③1/16、④4/10） 

・各四半期の提出期限を過ぎてしまった場合は次の四半期の提出期限に合わせて提出してください。 

第１四半期（4～６月） 
第２四半期（7～9 月） 
第３四半期（10～12 月） 
第 4 四半期（1～3 月） 

対象（令和 7 年度）①令和 7 年 4 月 1 日以降採用で令和 8 年 3 月末時点で満 34 歳以下の方     
②令和６年 4 月 1 日以降採用で令和 8 年 3 月末時点で満 35 歳以下の方（特例） 補助期間：最長 5 年間 

※年度途中に追加採用や退職
があった場合は、担当まで 
ご連絡ください。 

賃貸住宅 最大 3 万円(月) 

補助（本人負担

額の 1/2） 

新規採用時 

職種限定なし 

事務職も OK 

Administrator
長方形

Administrator
タイプライターテキスト
資料６

Administrator
ノート注釈
Administrator : Unmarked








